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第32回建築分科会(8/20)以降の取組状況について

社会資本整備審議会第 建築分科会H25.8.20 社会資本整備審議会第３２回建築分科会
・省エネ関連の表示基準等について審議・議決
・上記以外の改正について審議

H25.8.27 消費者委員会

・省エネ関連の表示基準等について審議・議決

H25 9 6～10 5 パブリックコメント実施 １ 実施方法H25.9.6～10.5 パブリックコメント実施 １．実施方法
①募集期間：平成25年9月6日（金）～平成25年10月5日（土）
②周知方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）に掲載
③意見提出方法：電子メール、ＦＡＸ及び郵送

２．意見数
提出意見数 153件（提出者数 29の個人及び団体）

H25.10.1 省エネ関連の形式改正を施行 （公布はH25.9.30）

※住宅省エネ基準（H25年基準）の施行に伴い、10月に廃止される現行の住宅省エネ基準（H11年基準）を

提出意見数：153件（提出者数：29の個人及び団体）

H25.10.28 社会資本整備審議会 第３３回建築分科会

当面引用するための形式改正の施行

改正告示の公布及び施行（予定）

1．省エネ基準の見直し等に伴う改正・・・H27.4施行（一部先行適用）
2．液状化に関する情報提供 ・・・H27.4施行 予定
3．必須/選択項目の範囲の見直し ・・・H27.4施行
4．その他改正事項 ・・・公布日施行

予定
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住宅性能表示制度の見直しについて（案）

日本住宅性能表示基準・評価方法基準等の改正

１ 省 ネ基準 見直し等に伴う改正１．省エネ基準の見直し等に伴う改正

○省エネ法に基づく住宅省エネ基準の改正（H25.10）及びエコまち法に基づく低炭素建築物認定基準の制定（H24.12）
に伴い、日本住宅性能表示基準及び評価方法基準の省エネに関する部分を改正する。

２．液状化に関する情報提供

○東日本大震災を踏まえ、専門家への相談や流通時の判断材料として活用できるよう、液状化に関する情報提供を行う。

３．必須/選択項目の範囲の見直し

新築住宅 全 分 う 必 な 分 必 範 を 直す○新築住宅において、全10分野32項目のうち必須項目となっている9分野27項目について、必須項目の範囲を見直す。

４．その他改正事項

○JIS改廃に伴う改正等の所要の改正
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